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Ⅰ 日本企業が直面する

「新しい現実」

日本では「第 5期科学技術基本計画」におい

て Society5.0 が発表された。そこでは，共有

すべき未来社会の姿として“超スマート社会”

が掲げられている。超スマート社会とは「必要

なもの・サービスを，必要な人に，必要な時

に，必要なだけ提供し，社会の様々なニーズに

きめ細かに対応でき，あらゆる人が質の高い

サービスを受けられ，年齢，性別，地域，言語

といった様々な違いを乗り越え，活き活きと快

適に暮らすことのできる社会」のことである。

第 5期基本計画では，超スマート社会の実現

に向けて ICT を最大限に活用し，サイバー空

間とフィジカル空間（現実世界）とを融合させ

たスマート化の取り組みを強調している。そし

て，我々の暮らす現実社会は，地球環境問題や

資源制約の克服，少子高齢化対策といった社会

ニーズと相まって「スマート-X（city，energy，

mobility，health，production）」化を加速しつ

つある。

「スマート-X」のように，様々な要素技術を
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融合し，幅広いユーザーの要請にこたえる大規

模なシステムの構築には，新たなビジネス・エ

コシステムを形成して既存の産業枠組みを越え

るオープン・イノベーションが欠かせない。し

か し，IIC×OpenFog や，Industrie4.0 Plat-

form，5G consortium など，オープン・イノ

ベーションの原動力となっているコンソーシア

ムにおいて日本企業の影は薄い。もはや，産官

学連携や系列など，かつて日本企業が得意とし

てきたスコープでのビジネス・エコシステムで

は，産業の枠を超えたイノベーションという

「新しい現実」に立ち向かっていくことはでき

ない。

本論では，日本企業への処方箋を提示する第

一歩として，スコープの広がったイノベーショ

ン活動を理解するために欧州委員会が提唱して

いる「オープン・イノベーション 2.0」を解説

する。この目的のために本論では，第一にク

ローズド・イノベーションや 2000 年代以降登

場したオープン・イノベーション 1.0 との違

い，係る学術的背景について議論する。第二

に，「スマート-X」のひとつとしてモビリティ

分野で今日注目されているMaaS（Mobility as

a Service）を取り上げ，オープン・イノベー

ション 2.0 の理解を深める。

Ⅱ イノベーションのカタチ

1．クローズド・イノベーションからオープ

ン・イノベーションへ

20 世紀初頭に現代企業の様式が設立して以

来，原料調達から販売，マーケティングまでを

ひとつの企業体の中で行う垂直統合型企業が，

イノベーションの実行主体としての中心を担っ

てきた。こうした自前主義・垂直統合型の企業

による競争優位の獲得に向けたイノベーショ

ン・モデルのことをクローズド・イノベーショ

ンという。垂直統合型企業は専門経営者のトッ

プ・マネジメント（見える手：visible hand）

による調整を通じて，研究開発活動によって産

み出された技術の消散リスクを抑えつつ，高位

のスループットとそれによる大量生産を維持す

ることによって規模と範囲の経済性を発揮し

た。そして，専門経営者は組織形態を企業戦略

に呼応させ（Structure follows strategy），販

売網を国際的に拡張させながらイノベーション

を実現し，企業の成長を図ってきた。

しかし，20 世紀後半から企業間提携や産官

学連携，コンソーシアムの急増の例が示すよう

に，クローズド・イノベーションの限界を指摘

する声が聞かれるとともに，オープン・イノ

ベーションの有用性が声高に叫ばれるように

なった。オープン・イノベーションとは，企業

が自社リソースや販路のみに依存することな

く，多様なチャネルを活用することによって，

これまで一企業内では実現しえなかった多様な

ビジネスモデルを実現させようとする取り組み

のことを指す。

オープン・イノベーション論の第一人者であ

るチェズブロウは，クローズド・イノベーショ

ンが成立しなくなった背景として，知識の流動

性が高まったことやベンチャー・キャピタルが

登場したことによって，内生的な資本・知識に

頼らずともイノベーションを実現する企業が生

まれる素地が醸成されたことを指摘する

（Chesbrough, 2003；Chesbrough, et al, 2008）。

いち企業体がすべてを抱え込む垂直統合の必要

性は失われており，企業はクローズド・イノ

ベーションからオープン・イノベーションにシ

フトさせる必要があると強調する。またヘーゲ
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ル =シンガーは，文書化された標準仕様に従う

ことで専門特化した企業が協調しあう企業間

ネットワークが形成され，ひいては盤石な地位

を確立していた垂直統合型企業と伍して戦える

ようになったという（Hagel = Singer, 1999）。

このようなクローズド・イノベーションの終焉

を唱える言説とともに，ストラテジック・アラ

イアンスやオープン・イノベーションといった

企業の成長を説明する様々な新しいコンセプト

が提起されるようになってきた。

2．オープン・イノベーション2.0 の特徴

図 1 は，左からクローズド・イノベーショ

ン，チェズブロウのオープン・イノベーション

（オープン・イノベーション 1.0），オープン・

イノベーション 2.0 の概念を図示したものであ

る。図 1左のクローズド・イノベーションは，

三角フラスコのような構造の底（研究開発ス

テージ）から口（市場）へ向かって経営資源を

フラスコ内（企業内）で組み合わせながら，最

終的にカタチとなった製品やサービスを既存市

場に供給するモデルを表現している。

これにたいして図中央のオープン・イノベー

ション 1.0 では，企業の壁を透過し外部資源の

取り込み，あるいは内部資源を公開・外部資源

と組み合わせることによって，既存市場のみな

らず新しい市場や提携関係にある企業の市場に

製品やサービスを供給するモデルになってい

る。チェズブロウ（Chesbrough, et al, 2008）

によれば，オープン・イノベーションは企業内

の研究開発が製品の社内開発を主導し，その製

品を同じ会社が流通させるという従来の垂直統

合モデルに対するアンチテーゼになる。それ

は，自社の技術を発展させたいのなら他社の知

識も活用できるし，場合によっては積極的に活

用すべきであり，また市場への進出にも他社の

リソースを活用すべきだということを前提にし

ている。オープン・イノベーションのもとで

は，プロジェクトを立ち上げるきっかけとなる

知識や技術は社内外どちらでもよい。イノベー

ションに必要な知識や技術もプロセスの様々な

ステージで導入できる。

その後チェズブロウは一連の著書の中で，時

代と経営環境の変化に応じてオープン・イノ

ベーションを適用する範囲や手法を拡張させて

きた。チェズブロウ（Chesbrough, 2003）にお

ける当初のオープン・イノベーションは，もっ

ぱら企業における新技術の研究開発に焦点があ

てられていた。しかし，その後のチェズブロウ

（Chesbrough, 2006）においては，研究開発に
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図1 イノベーション・プロセスの変化

出所）European Commission（2016）Figure 2.



とどまらず，ビジネスモデル全体にオープン・

イノベーションの適用範囲を広げている。さら

に近年のチェズブロウ（Chesbrough, 2011）で

は，自社のサービスの開発にあたって顧客との

インターフェイスを再構築し，顧客を自社の

サービスの開発に取り込んでいくことの有用性

が指摘されている。

こうしたオープン・イノベーションのスコー

プの拡張により生まれつつある概念が，オープ

ン・イノベーション 2.0 である。オープン・イ

ノベーション 2.0 は，2013年に欧州委員会 EU

が提唱した新たなオープン・イノベーションの

モデルである（European Commission, 2013）。

図 2 は，図 1 右のイノベーション・エコシ

ステムの詳細である。そこには企業，スタート

アップ，共同イノベーター，新規スタートアッ

プ，公的なエコシステム支援，大学のほか，市

民，顧客，ユーザー，クリエイティブ・コモン

ズ，サプライヤーといった多種多様なステイク

ホルダーが存在している。

オープン・イノベーション 2.0 には特徴が 2

つある。ひとつは「分権化」である。これまで

みてきたクローズド・イノベーションやオープ

ン・イノベーションは，程度の差こそはあれ基

本的には，企業に集権化（centralized）された

イノベーション・モデルであった。つまり，イ

ノベーションの主体は企業が担うものであると

する，強い既定が内在していた。これに対し

て，オープン・イノベーション 2.0（図 1 右）

は分権化（decentralized）された様々な主体

（産業界，官界，学会，そして市民）が関与し，

協働するビジネス・エコシステムの集合体とし

て描かれる。

無論，従来もイノベーションが普及し汎用技

術となる過程では，企業以外の主体もそのプロ

セスに深く関与してきた。しかし，オープン・

イノベーション 2.0 が強調するのは，多様なス

テイクホルダーがより深くイノベーション・プ

ロセスにコミットすること，かつ，そうしたス

テイクホルダー間の利害を調整し合意形成を図

ることこそ，イノベーションを成立し普及せし

める上では重要であるという視座である。

しかし，分権化され多様なステイクホルダー

によって構成されるイノベーション環境は果た

してうまく機能するのだろうか。ステイクホル

ダー間の調整コストは指数関数的に高くなって

しまうのではないか。この点について，欧州委

員会は文化的シフトの必要性を説く。すなわ

ち，個人が経済的合理性を追求する結果，社会

の利益が促進されるとするアダム・スミスの
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「見えざる手」による経済社会モデルから出発

し，共有されたビジョンと価値を基盤として共

通の目的（common purpose）を持つステイク

ホルダーが協働する「シェアリングエコノ

ミー」へと向かう経済社会モデルへのシフトで

ある（Curley, 2016）。共有されたビジョンと

価値は，多様に広がったステイクホルダー間の

調整コストを抑える。同時にそれは，かれらに

コミットメントの意識を芽生えさせ，適切なモ

チベーションを与えることにつながる。

オープン・イノベーション 2.0 のもうひとつ

の特徴は，産官学の 3 者による連携（Triple

Helix model）に「ユーザー／市民」を加えた

4 者の連携（Quadruple Helix model）を重視

していることである。社会的価値の創造と実現

のために，ユーザー／市民との協働は不可欠で

ある。イノベーション・プロセスの初期過程か

らユーザー／市民が関与することによって，ア

イデアの多様化やイノベーションの普及，社会

的受容において大きな役割を果たすことが期待

できる。

従来のオープン・イノベーションに係る議論

においてもユーザーについての言及はある。し

かしそれは，ユーザーとの関係性に着目して

リード・ユーザーによるイノベーションの活用

が企業のパフォーマンス向上をもたらすことを

実証した一連のユーザーイノベーション研究

（e.g. von Hippel, 2005）の成果を取り込んだも

のに過ぎない。これに対してオープン・イノ

ベーション 2.0 は，それよりもはるかに幅広く

多様なステイクホルダーによって構成されたイ

ノベーション環境の形成と社会的価値の創造が

意図されている点に特徴がある。

分権化と市民重視に特徴づけられるオープ

ン・イノベーション 2.0 が思い描くエコシステ

ム，それはビジネス・エコシステムを越えた

ソーシャル・エコシステムとでもいうべきもの

である。そのようなものとしてエコシステムを

理解するならば，それは「社会的に共有された

目標に向かって，ビジョンと価値を共有するス

テイクホルダーが協働する分散協調型の社会的

ネットワーク」と言い換えることができるであ

ろう。

次節では，スマート-Xのひとつとしてモビリ

ティ分野で今日注目されているMaaS（Mobili-

ty as a Service）を事例として取り上げ，オー

プン・イノベーション 2.0 の理解をさらに深め

ていく。

Ⅲ MaaS：統合された

移動の実現

1．MaaSとは

MaaS（mobility as a Service）とは，多様な

形態のモビリティサービス─自動車（四輪，二

輪），鉄道，バス，トラム，タクシー，フェ

リー，航空─をユーザーがオンディマンドで利

用することができるように 1 つのモビリティ

サービスへと統合したものである。各モビリ

ティは，速達性や輸送量，定時性や着席可否，

料金，乗車制約など様々な特性を持っている。

たとえば，タクシーがユーザーに提供するド

ア･ツー･ドアの利便性は他の輸送・交通手段に

たいする優位性である一方，鉄道や航空機は需

要集中に強く魅力的な移動距離あたりの経済性

を提供する。

ユーザーは，各モビリティの特性に応じて

ジャストインタイムでのサービスを欲してお

り，各サービスに対して個別に検索・予約・支

払いをしなければならないような現状を克服
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し，実質的には分割されたサービスを仮想的に

一つとみなす概念として登場してきたのが

MaaS である。MaaS は「各種モビリティの統

合サービスプラットフォーム」である。MaaS

により，これまでアンバンドリングされていた

モビリティサービスが共通の API（ないし

プットフォーム）とオープン・データを通じて

水平的に統合され，ユーザーとのインターフェ

イスはサービズオペレーターが担うようになる

（図3参照）。

2．MaaSの先進事例

世界各国の都市化（Urbanization）の流れは

顕著であり，2050 年には世界人口の 70％が特

定の大都市に集中することが予測されている。

環境問題や渋滞問題など，都市化にともなう諸

問題の解決に向けて，各国の政府交通行政機

関，地方自治体，そして民間企業が MaaS へ

の取り組みを強化している。ここでは，MaaS

というコンセプトの生みの国であり MaaS 先

進国と称されるフィンランドの MaaS Global

の動向に触れておく。

フィンランドのヘルシンキ市は「2050 年ま

でにカーボンニュートラルの達成」という政策

目標を掲げている。その実現に向けてヘルシン

キ市は，民間企業と協力しながら MaaS を活

用した公共交通機関の利用率向上を推進してい

る。このMaaS を推進しているのがMaaS AL-

LIANCE である。MaaS ALLIANCE は，フィ

ンランド政府から支援を受け，ヘルシンキで

行った MaaS の成果を基に設立された官民

パートナーシップ（PPP：Public Private Part-

nership）協議会である。MaaS ALLIANCE

は，自らの活動を 3つのステップ ─①民間オ

ペレーターの創出，②産官学地域の 4者からな

るエコシステムの形成，③社会実装─に区分

し，MaaS の段階的な発展を計画している。

MaaS ALLIANCEでは，MaaS に関わるビジ

ネスをサービス，輸送，インフラの 3つの領域

に分け，とくにサービスプロバイダーの育成と

そのグローバルブランド化に注力している。そ

のようなグローバルブランドとして注目されて

いるのが，MaaS Global である。MaaS Global

はヘルシンキ市の政策に呼応して「自動車の所

有の終わり」というスローガンを掲げている。

そして，モビリティの垣根を越えて各種サービ
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図3 MaaSプラットフォーム概念図

出所）日高（2019）



スに一元的にアクセスできるアプリWhim に

よって，ユーザーはタクシーやバス，電車など

の公共交通機関を複数組み合わせて予約から決

済まで可能となる。必要なパッケージをユー

ザーが選択して月額料金で全ての交通サービス

を利用できるため，自家用車を持たなくても

シームレスに効率的かつ自由な移動が期待でき

る。また，目的地を入力すると最適な移動手段

が提示され地図をつかって案内し，アプリが学

習して個人のスケジュールをも把握してくれる

ようになる。Whim のユーザーに実施したアン

ケートからは，移動手段の変化が見て取れる。

鉄道やバスなどの公共交通機関の利用が飛躍的

に増加し，同時にタクシーやカーシェアリング

などの移動も増えている。環境に優しい交通手

段を選択することにより，街での生活も豊かに

なる1)。

2017年に開催された TU-Automotive Japan

2017においてMaaS Global の CEOの Hietanen

氏は「2006年頃はWhim のようなサービスを

実現することは不可能だといわれていたが，よ

うやくMaaS という概念が受け入れつつあり，

追い風が吹いている」と述べた。同氏による

と，MaaS のシステムを確立するのに重要なこ

とは自家用車と同じ程度の自由度を確保するこ

とだという。移動の自由は宅配やカーシェアリ

ングだけでは不十分であり，ユーザーが満足す

るような移動を完全なパッケージで提供する必

要がある。また Whim を実現させるには，各

交通機関やサービスとのコラボレーションと，

ユーザーが全ての交通手段にアクセスできるア

プリケーションの存在が不可欠である。しかし

ながら，公共交通機関は巨大な組織であるた

め，フィンランドのように政府が率先してエコ

システムを築いていく必要があるという。

MaaS Global の事例から明らかなように，

MaaS の実現には各交通機関やサービスとのコ

ラボレーションと，ユーザーが端末を介して全

てのモビリティにアクセスできる環境が不可欠

である。そのためには，従来は個別のモビリ

ティサービスごとに垂直（準）統合されていた

産業アーキテクチャを，サービス層，API層，

ハードウェア層へアンバンドリングしたうえで

個別のモビリティサービスをつなぎ，それぞれ

の層を水平統合（あるいはプラットフォーム

化）していかなければならない。

このような産業アーキテクチャの再編には，

再編自体を目的とし様々なステイクホルダーが

集いコンセンサスを図っていく巨大なエコシス

テムが必要になる。フィンランドの事例では，

官民パートナーシップを通じてフィンランド政

府とヘルシンキ市がそのようなエコシステムの

形成を率先してきた。そして，これらの動きの

根底には「環境にやさしい持続可能な都市づく

り」というヘルシンキ市の政策目標と目標を共

有するユーザーとしての市民が存在していると

いうことである。

結びにかえて

前節にて MaaS の事例を見てきたが，MaaS

の概念の中核となるのが様々な機能の「統合」

である。それは，図 4のように全く統合され

ていないレベル 0を含むレベル 4までの 5段階

に分類されている。先述の Whim は，複数の

移動手段を横断的に活用でき定額制プランも提

供することのできるレベル 3 に位置付けられ

る。日本国内では，出発地から目的地までの移

動手段とルートを検索できる Google マップ，

ナビタイムがレベル 1にあたる。
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オープン・イノベーション 2.0 との関わりで

最も重要なのが，最もレベルが高い政策との統

合（レベル 4）である。ヘルシンキ市では

「2050 年までにカーボンニュートラルの達成」

という政策目標に主導され「自動車の所有の終

わり」というスローガンを掲げてWhim が導

入されている。ユーザーである市民は Whim

による公共交通機関の利便性向上を享受すると

同時に，環境フレンドリーで持続手可能な都市

づくりに貢献する。

同じように，カナダのトロント市はスマート

シティ構想を実現するための政策手段にMaaS

を利用している。トロント市のスマートシティ

構想について Google 関連会社の Sidewalk

Labs は，自家用車の利用を制限しカーシェア

を推奨している。街の車両数を減らし，交差点

にはセンサーを設置し交通を円滑にする一方，

屋外には風雨や日差しを避けるための覆いを取

り付け，人々の徒歩での移動を快適にするよう

な街の整備を計画している。これは，環境を考

慮していることはもちろんのこと，都市モデル

として「人々に街を積極的に歩いてもらうこ

と」を意図している。提案のなかでは，自動車

を減らすことによって，様々なイベントのため

のスペースを時間管理しながらストリート上に

出現させ「人々の交流を促進する街づくり」が

構想されている。MaaS の利用によって，人々

が街に出て，健康的に歩き，自然や人との交流

を楽しむ都市生活こそが，トロント市の描くス

マートシティなのである。

他方，例えば日本の過疎地や限界集落を抱え

る地方自治体であれば Universal MaaS を適用

するといった具合に，MaaS を利用する目的や

社会への実装のあり方は都市のそれとは全く異

なるものになるであろう。どのような都市，ど

のような町の，いかなる政策課題の解決に資す

るために MaaS を活用していくのかが今，問

われている。

本論で紹介した欧州委員会が提唱するオープ

ン・イノベーション 2.0 とは，まさに「あるべ

き姿」の実現に向けて，産官学市民からなる幅

広く多様なステイクホルダーによって構成され

たイノベーション環境の形成と社会的価値の創

造及び共有を意図したイノベーション・モデル

であった。それはヘルシンキ市やトロント市の

ように，社会的に共有された目標に向かって，

ビジョンと価値を共有するステイクホルダーの

協働によって実現される。そして Society5.0
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図4 MaaSの統合レベルの分類

出所）Jana Sochor, et. al (2017)



時代の日本企業も例外なく，ローカル化しつつ

も市民をも含んだ多様に広がるステイクホル

ダーとコンセンサスを図りながら，分権的かつ

協調的にビジョンを策定し，イノベーションの

実現を図っていくことになるであろう。

［注］

1）フィンラド大使館商務部上席官・田中浩一氏へのヒアリン

グに基づく（2018年 1月 26日）。
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